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12 月開催予定日時 

12 月 16 日（金）午前 10 時

～ 



月　日 曜日 開始時間

9:00 代表質問受付開始（8:30）

10:30

12日 土

13日 日

9:00

13:00

15日 火 代表質問(大項目)締切（16:00）

16日 水

17日 木

18日 金

19日 土

20日 日

21日 月

22日 火

23日 水

24日 木 請願・陳情受付締切（正午）

9:00   議会運営委員会

議運終了後

全協終了後

26日 土

27日 日

28日 月

29日 火

9:00

本会議終了後

12月1日 木 休会

2日 金 〃

3日 土 〃

4日 日 〃

5日 月 〃

6日 火 9:00

9:00

本会議終了後

9:00

本会議終了後

議会運営委員会
終了後

9日 金 9:00

10日 土 休会

11日 日 〃

12日 月 9:00

13日 火 9:00

14日 水 9:00

15日 木 休会

16日 金 〃

17日 土 〃

18日 日 〃

19日 月 （9:00）

9:00

本会議終了後
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議運（予備日）打合せ（13：00）

8日 木

20日 火
　議会運営委員会

25日 金

　本会議（一般質問予備日）

　予算決算委員会

　教育福祉委員会

討論締切（正午）

　議会運営委員会

　建設市民委員会

議運・次第書打合せ（13：00）

　本会議（委員長報告・採決・閉会）

次第書打合せ（13：00）

　本会議（開会・提案）

可児市民生委員児童委員就任式

30日 水

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　議案質疑、委員会質疑締切（正午）

令和４年(2022年) 可児市議会第７回定例会（12月）　会期日程案
会期　21日

備　　　　考

  建設市民委員会

　正副委員長会議

可茂地域議長会議員研修会（14：00）

11月11日
金   総務企画委員会 ※執行部の出席を求められることがあります。

※執行部の出席を求められることがあります。
（代表質問は大項目のみの提出も可）

教育委員会表彰式

　本会議（一般質問）

　本会議（一般質問）

  広聴部会

タブレットデモ（予算決算委員会終了後）

次第書打合せ（13：00）

※全ての一般質問終了後、議案質疑
及び議案付託を行います。

7日 水

　総務企画委員会

  議会全員協議会

  教育福祉委員会

　議会運営委員会（予備日）　　　　　　　　　

　議会基本条例見直しPT

　広報部会

  正副委員長会議

 議案配布（8:30） 

14日 月

議運・全協打合せ（13：30）

代表質問・一般質問締切（11:00） 一般質問通告一覧表はとりまとめ後公表

招集告示

一般質問受付開始（8:30）

勤労感謝の日

議会報告会（教育福祉委員会担当）

議会報告会（建設市民委員会担当）
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令和４年（2022年）第７回可児市議会定例会提出議案説明書 

 

議案第66号  令和４年度可児市一般会計補正予算（第７号）について 

議案第67号  令和４年度可児市下水道事業会計補正予算（第２号）について 

 

議案第68号  可児市部設置条例の一部を改正する条例の制定について 

 

 (1)  改正趣旨 

   組織機構再編に伴い、改正するもの。 

 (2)  改正内容 

【第１条】市長公室及び文化スポーツ部を廃止するとともに、企画部を市政企画部

に、観光経済部を経済交流部に、市民部を市民文化部に、名称を改める。 

【第２条】市長公室及び文化スポーツ部の分掌事務を廃止し、市政企画部、経済交流

部及び市民文化部の分掌事務を定めるとともに、総務部及びこども健康部の分掌事

務を改める。 

 (3)  施行日／令和５年４月１日 

 

議案第69号  可児市一般職の任期付職員の採用等に関する条例の一部を改正する条例の

制定について 

 

 (1)  改正趣旨 

国家公務員の給与改定に準じて、一般職の特定任期付職員の給料表及び期末手当の

支給率を引き上げるとともに、地方公務員法等の一部改正に伴い、定年の引上げに関

して関係規定を整備するもの。 

 (2)  改正内容 

【第４条第１項、第10条第２項】現行の再任用制度が廃止され、定年前再任用短時間

勤務制が創設されることに伴い、引用条項を改めるとともに、再任用短時間勤務職員

を定年前再任用短時間勤務職員に改める。 

【第９条第２項】特定任期付職員の期末手当の支給率を引き上げる。 

                                   単位：月 

 ６月 12月 年計 

改 定 前 1.625 1.625 3.25 

改 定 後 1.65 1.65 3.3 

【別表】特定任期付職員の１号給の給料月額を1,000円引き上げる。 

 (3)  施行日／令和５年４月１日 

 

議案第70号  地方公務員法等の一部改正に伴う関係条例の整備に関する条例の制定につ

いて 
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 (1)  制定趣旨 

地方公務員法等の一部改正に伴い、定年の引上げに関して関係規定を整備するも

の。 

 (2)  制定内容 

【第１条】可児市定年前に退職する意思を有する職員の募集等に関する条例の一部改

正 

【第２条】定年の引上げに伴い、早期退職募集の対象年齢を現行の45歳以上とする

よう、対象年齢の規定を改める。 

【第２条】可児市公益的法人等への職員の派遣等に関する条例の一部改正 

【新第２条第２項第５号、新第10条第５号】公益的法人等に派遣することができな

い職員に、管理監督職勤務上限年齢による降任等及び管理監督職への任用の制限

の特例となる職員を追加する。 

【第３条】可児市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例の一部改正 

【第３条】現行の再任用制度が廃止され、定年前再任用短時間勤務制が創設される

ことに伴い、引用条項を改める。 

【第４条】可児市職員の定年等に関する条例の一部改正 

【第１条】地方公務員法の改正に伴い、引用条項を改める。 

【第３条、付則第３項】定年の年齢は、令和13年３月31日までに段階的に引き上

げ、65歳とする。 

【第４条】定年による退職の特例について、管理監督職勤務上限年齢制の特例とな

る職員に係る規定を追加する。 

【第６条、第７条】管理監督職勤務上限年齢制の対象となる管理監督職は６級（課

長級）及び７級（部長級）の職員とし、上限年齢は60歳とする。 

【第８条】管理監督職勤務上限年齢制により他の職へ降任等を行う場合の遵守事項

を規定する。 

【第９条～第11条】特別な事由がある場合に、管理監督職に一定期間引き続き就か

せることができるよう、勤務延長型特例任用及び異動可能型特例任用について規

定する。 

【第12条、第13条】定年前再任用短時間勤務職員を任用する場合の要件等について

規定する。 

【付則第４項】60歳に達する日の属する年度の前年度に、同日以後に適用される任

用及び給与に関する措置の内容その他必要な情報の提供及び勤務の意思の確認を

行う旨を規定する。 

【第５条】可児市職員の懲戒の手続及び効果に関する条例の一部改正 

【第４条】懲戒処分のうち減給について、減ずる額は現に受ける給料及び地域手当

の合計額の10分の１を超えないこととする。 

【第６条】可児市職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部改正 

【第２条第３項、第３条、第４条第２項、第12条第１号】現行の再任用制度が廃止

され、定年前再任用短時間勤務制が創設されることに伴い、引用条項を改めると

ともに、再任用短時間勤務職員を定年前再任用短時間勤務職員に改める。 
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【第７条】可児市職員の育児休業等に関する条例の一部改正 

【新第２条第３号、第10条第３号】育児休業及び育児短時間勤務をすることができ

ない職員に、勤務延長型特例任用及び異動可能型特例任用により勤務延長された

管理監督職を占める職員を追加する。 

【第18条第２号、第19条第１項】現行の再任用制度が廃止され、定年前再任用短時

間勤務制が創設されることに伴い、引用条項を改めるとともに、再任用短時間勤

務職員を定年前再任用短時間勤務職員に改める。 

【第８条】可児市単純な労務に雇用される職員の給与の種類及び基準を定める条例の

一部改正 

【第２条】現行の再任用制度が廃止され、定年前再任用短時間勤務制が創設される

ことに伴い、引用条項を改めるとともに、再任用職員を定年前再任用短時間勤務

職員に改める。 

【第９条】可児市職員の旅費に関する条例の一部改正 

【第２条第２項】現行の再任用制度が廃止され、定年前再任用短時間勤務制が創設

されることに伴い、再任用職員を定年前再任用短時間勤務職員に改める。 

【第10条】可児市企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部改正 

【第２条第１項、第18条第１項、第19条】現行の再任用制度が廃止され、定年前再

任用短時間勤務制が創設されることに伴い、引用条項を改めるとともに、再任用

職員及び再任用短時間勤務職員を定年前再任用短時間勤務職員に改める。 

【第11条】可児市職員の再任用に関する条例の廃止 

現行の再任用制度が廃止されることに伴い、可児市職員の再任用に関する条例を

廃止する。 

【附則第11条】令和５年３月31日までに任用及び給与に関する措置の内容その他必要

な情報の提供及び勤務の意思の確認を行うこととする職員は、令和５年度中に60歳

となる職員とする。 

 (3) 施行日／令和５年４月１日 

附則第11条の規定は、公布の日 

 

議案第71号  可児市議会議員の議員報酬等に関する条例の一部を改正する条例の制定に

ついて 

 

 (1) 改正趣旨 

国家公務員の給与改定に準じて、一般職職員の勤勉手当の支給率を年間0.1月分引き

上げることに伴い、市議会議員の期末手当の支給率を年間0.1月分引き上げるもの。 

 (2) 改正内容 

【第４条第２項】期末手当の支給率を引き上げる。 
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                                   単位：月 

 ６月 12月 年計 

改 定 前 2.15 2.15 4.3 

改 定 後 
令和４年度  （第１条関係） 2.15 2.25 4.4 

令和５年度以後（第２条関係） 2.2 2.2 4.4 

 (3) 施行日／第１条の規定は、公布の日（令和４年12月１日から適用する。） 

      第２条の規定は、令和５年４月１日 

 

議案第72号  可児市常勤の特別職職員の給与に関する条例の一部を改正する条例の制定

について 

 

 (1) 改正趣旨 

国家公務員の給与改定に準じて、一般職職員の勤勉手当の支給率を年間0.1月分引き

上げることに伴い、常勤の特別職職員の期末手当の支給率を年間0.1月分引き上げるも

の。 

 (2) 改正内容 

【第５条第２項】期末手当の支給率を引き上げる。 

                                   単位：月 

 ６月 12月 年計 

改 定 前 2.15 2.15 4.3 

改 定 後 
令和４年度  （第１条関係） 2.15 2.25 4.4 

令和５年度以後（第２条関係） 2.2 2.2 4.4 

 (3) 施行日／第１条の規定は、公布の日（令和４年12月１日から適用する。） 

      第２条の規定は、令和５年４月１日 

 

議案第73号  可児市職員の給与支給に関する条例の一部を改正する条例の制定について 

 

 (1)  改正趣旨 

国家公務員の給与改定に準じて、一般職職員の給料表及び勤勉手当の支給率を改定

するとともに、地方公務員法等の一部改正に伴い、定年の引上げに関して関係規定を

整備するもの。 

 (2)  改正内容 

  ① 勤勉手当の支給率を改定するもの（第１条、第３条関係） 

【第22条第２項第１号】再任用職員等（令和４年度は「再任用職員」、令和５年度

以降は「定年前再任用短時間勤務職員及び暫定再任用職員」をいう。）以外の職

員の勤勉手当の支給率を引き上げる。 
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                                   単位：月 

 ６月 12月 年計 

改 定 前 
0.95 

（1.15） 

0.95 

（1.15） 

1.9 

（2.3） 

改 定 後 

令和４年度  （第１条関係） 
0.95 

（1.15） 

1.05 

（1.25） 

2.0 

（2.4） 

令和５年度以後（第３条関係） 
1.0 

（1.2） 

1.0 

（1.2） 

2.0 

（2.4） 

                          （   ）内は特定管理職員 

【第22条第２項第２号】再任用職員等の勤勉手当の支給率を引き上げる。 

                                   単位：月 

 ６月 12月 年計 

改 定 前 
0.45 

（0.55） 

0.45 

（0.55） 

0.9 

（1.1） 

改 定 後 

令和４年度  （第１条関係） 
0.45 

（0.55） 

0.5 

（0.6） 

0.95 

（1.15） 

令和５年度以後（第３条関係） 
0.475 

（0.575） 

0.475 

（0.575） 

0.95 

（1.15） 

                          （   ）内は特定管理職員 

  ② 給料表を改定するもの（第２条、第４条関係） 

【別表第１～別表第３】初任給及び若年層の給料月額を引き上げる。（平均改定率

0.3％） 

  ③ 定年の引上げに伴い改定するもの等（第３条関係） 

【第５条の２】定年前再任用短時間勤務職員の給与月額について、当該職員の属す

る給料表の額に、当該職員の勤務時間を38時間45分で除して得た額を乗じて得た

額とする。 

【第６条第１項】職員の昇給における勤務成績の対象期間について、実際の運用と

合わせるよう規定を整備する。 

【第13条】通勤手当の支給月額の上限を、国家公務員の支給月額の上限である

55,000円に引き上げる。 

【第16条第２項、第21条第３項、第22条第２項第１号及び第２号】時間外勤務手

当、期末手当及び勤勉手当に関する規定について、再任用職員を定年前再任用短

時間勤務職員に改める。 

【第23条の３第２項】初任給調整手当、扶養手当及び住居手当の適用除外に関する

規定について、再任用職員を定年前再任用短時間勤務職員に改めるとともに、号

給の決定及び昇給を適用除外に加える。 

【付則第21項、付則第22項】60歳に達した日以降の最初の４月１日以後の職員（任

期のある職員、勤務延長型特例任用の職員及び定年の特例事由があり継続勤務し

ている職員を除く。）の給料月額は、給料表の額に100分の70を乗じて得た額とす
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る。 

【付則第23項、付則第24項】管理監督職勤務上限年齢制により降任等となった場

合、基礎給料月額（降任等の前の給料額に100分の70を乗じて得た額）と特定日給

料月額（最初の４月１日以後の給料額）の額に応じて給与の額の調整を行うこと

ができるよう規定する。 

【付則第25項～付則第27項】他の職員との権衡上必要である場合は、給与の額の調

整を行うことができるよう規定する。 

 (3) 施行日／第１条及び第２条の規定は、公布の日（令和４年４月１日から適用する｡） 

第３条及び第４条並びに附則第３条から第10条までの規定は、令和５年４

月１日 

 

議案第74号  指定管理者の指定について 

 

 可児市多文化共生センターの指定管理者を指定するもの。【地方自治法第244条の２第６

項】 

（指定団体）可児市下恵土1185番地７ 

特定非営利活動法人可児市国際交流協会 理事長 渡邉 孝夫 

（指定期間）令和５年４月１日～令和10年３月31日 

 

〇提出議案数／予算２ 条例６ その他１ 合計９ 

 



1  総括表

備   考

34,822,000 千円 427,000 千円 35,249,000 千円 第７号

4,672,000 千円 6,000 千円 4,678,000 千円 第２号

64,219,200 千円 433,000 千円 64,652,200 千円

2  一般会計の主な内容

【歳入】

(1) 利子割交付金 △ 9,000 千円

① 利子割交付金

(2) 地方消費税交付金 100,000 千円

① 地方消費税交付金

(3) 国庫支出金 100,920 千円

① 特別障がい者手当給付費負担金

② 障がい者自立支援給付費負担金

③ 障がい児通所給付費等負担金

④ 障がい者医療費負担金

⑤ 子育てのための施設等利用給付負担金

⑥ マイナポイント事業費補助金

⑦ マイナンバーカード交付事務費補助金

⑧ 地域生活支援事業補助金（統合補助金）

⑨ 社会保障・税番号制度システム整備費等補助金

⑩ 市道改良事業交付金（防災・安全交付金）

⑪ 学校施設環境改善交付金

(6,500千円)

(51,461千円)

(8,849千円)

(1,260千円)

総         計

(750千円)

(9,300千円)

(6,050千円)

(2,750千円)

(6,000千円)

(5,000千円)

(3,000千円)

　下水道事業会計

会        計       名 補正前予算額 補正額 補正後予算額

　一 般 会 計  

令和 ４ 年度 12月補正予算の概要 〔第７回市議会定例会（11/30）提出〕

記者発表資料（11/28）
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(4) 県支出金 12,680 千円

① 障がい者自立支援給付費負担金

② 障がい児通所給付費等負担金

③ 障がい者医療費負担金

④ 子育てのための施設等利用給付負担金

⑤ 地域生活支援事業補助金（統合補助金）

(5) 寄附金 140,000 千円
① 一般寄附金

(6) 諸収入 17,000 千円

① 地域通貨発行収入

(7) 市債 65,400 千円

① 市道改良事業債

② 交通安全施設整備事業債

③ 学校給食センター空調設備等整備事業債

【歳出】　　　

(1) 人件費 △ 89,000 千円

・ 国家公務員の給与改定に準じ、職員の勤勉手当支給月数の改定に伴う補正及び定期異動等に伴う補正（給与改定影響額22,602千円、その他△111,602千円）

(2) シティプロモーション推進事業 8,000 千円

・ 明智荘の館等の展示物撤去や会場の原状復旧に係る費用を補正するもの

(3) 基金積立事業 107,500 千円

・ 財政調整基金への基金積立金（元金）を補正するもの

(4) ふるさと応援寄附金経費 70,000 千円

・ 寄附金の増に伴い返礼品費等を増額するもの

(5) マイナンバーカード活用事業 5,000 千円

・ マイナポイントの申込者数の増加に伴い、マイナポイント手続サポート業務委託料を増額するもの

(6) 支え愛地域づくり事業 17,000 千円

・ Ｋマネーの一般販売枚数の増加に伴い、地域通貨負担金を増額するもの

(13,000千円)

(3,000千円)

(630千円)

(17,000千円)

(47,800千円)

(4,600千円)

(4,650千円)

(3,025千円)

(1,375千円)
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(7) マイナンバーカード交付等事業 3,000 千円

・ マイナンバーカードの交付方法として本人限定受取郵便が増えたことに伴い、郵送代を増額するもの

(8) 身体障がい者助成事業 3,000 千円

・ 当初見込みより増加するため、社会参加助成金等を増額するもの　

(9) 自立支援等給付事業 37,200 千円

・ 当初見込みより増加するため、放課後等デイサービス給付費等を増額するもの　

(10) 地域生活支援事業 6,300 千円

・ 当初見込みより増加するため、日常生活用具給付費等を増額するもの

(11) 老人福祉センター運営経費 4,000 千円

・ 施設の指定管理における、原油価格高騰等による電力供給契約の変更に伴う電気料金の増加分について、所要の負担をするもの

(12) 私立保育園等保育促進事業 12,000 千円

・ 当初見込みより増加するため、認可外保育施設施設等利用費を増額するもの

(13) 生活保護一般経費 6,500 千円

・ マイナンバーカードを使用した医療扶助オンライン資格確認に対応するため、システム導入委託料を補正するもの

(14) 可燃物処理事業 12,300 千円

・ 原料価格の高騰により、ごみ袋の作成委託料を増額するもの

(15) 県単土地改良事業 5,000 千円

・ 県営ため池等整備事業において、県が前倒して工事を行うこととなったため、工事負担金を増額するもの

(16) 道路維持事業 100,000 千円

・ 市道の舗装について、通行の安全を確保するため早期に補修を実施する必要があることから、工事費を増額するもの

(17) 交通安全施設整備事業 12,000 千円

・ 通学路の安全対策を早期に実施する必要があることから、工事費を増額するもの

(18) 下水道事業負担金 6,000 千円

・ 雨水幹線整備工事の影響に伴う補償等を行うため、下水道事業一般会計負担金を増額するもの

(19) 文化芸術振興事業 10,400 千円

・ 施設の指定管理における、原油価格高騰等による電気料金の増加分について、所要の負担をするもの
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(20) 荒川豊蔵資料館運営事業 3,000 千円

・ 資料館敷地内の安全柵が劣化しているため、その補修を行うための工事費を追加するもの

(21) 体育施設管理経費 12,900 千円

・ 施設の指定管理における、原油価格高騰等による電力供給契約の変更に伴う電気料金の増加分について、所要の負担をするもの

(22) 給食センター改修経費 74,900 千円

・ 空調設備等の更新に係る工事費等を追加するもの

【繰越明許費】
・ 6,500 千円

・ 100,000 千円

・ 12,000 千円

・ 74,900 千円

【債務負担行為】

・ 101,000 千円

☆参考1 財政調整基金の状況

6,967,659 千円

0 千円

1,052,125 千円

8,019,784 千円 1,052,125 千円

令和４年度 　取崩額
当初予算 780,000千円、6月補正 29,363千円、9月補正（第4号）
△809,363千円

令和４年度 　積立額
利子 19,000千円、9月補正（第4号）　元金941,325千円、10月補正
元金　△15,700千円、12月補正　元金　107,500千円

令和４年度末 現在高見込み 前年度末との差額

多文化共生センター指定管理（令和５～９年度）

区　　　　　分 金　　額 備　　考

令和３年度末 現在高

学校給食センター改修事業

生活保護システム整備事業

道路維持事業

交通安全施設整備事業
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3  下水道事業会計の主な内容　

【収入】　　　

(1) 雨水処理負担金 6,000 千円

① 雨水幹線整備工事の影響に伴う補償等を行うため、一般会計負担金を増額するもの

【支出】　　　

(1) 特別損失 6,000 千円

① 雨水幹線整備工事の影響に伴う補償等を行うための費用を補正するもの

収益的収支

1
2


